
令和7年1月～

一 般 賃 貸 住 宅

審 査 書 類 の ご 案 内

《 法人連名契約用 》

入居審査に必要な書類のご案内です。

必ず内容をご確認ください。



1

2

3

4

5

6

7

個人情報の取扱いについて  ------------------------------------------------

　　入居審査に関するご注意事項　※ 必ず事前にご一読ください。

　【審査書類について】

本冊子に記載の書類をご用意のうえ、返送期日までに当公社へご提出ください。

入居審査において、当公社では個人番号（マイナンバー）を利用しておりません。

各種申請手続きの際は、個人番号（マイナンバー）が記載されていないものをご指定ください。

お客様の状況により、追加書類の提出をお願いする場合がございます。

一度ご提出いただいた書類は、公的書類等も含めてご返却はいたしません。あらかじめご了承ください。

　【審査結果について】

入居審査終了後、当公社から連絡いたします。

月収基準等の入居資格を満たさない場合は、ご入居いただくことが できません。

指定の期日までに書類をご提出いただけない場合もご入居いただけません。

あらかじめご了承ください。

（３）同一住宅内で別のお部屋をお申込みのお客様へ  ------------------------------------------------

        （駐車場の継続利用をご希望の方）

（１）お申込みいただいたお客様へ  --------------------------------------------------------

（２）現在当公社の賃貸住宅にお住まいのお客様へ  ------------------------------------------------

法人の方に提出していただく書類 --------------------------------------------4

5

入居される方に提出していただく書類（該当する場合のみ） -------------------------------------------------3

公社住宅募集センター地図・お問合せ先  --------------------------------------------------

目   　次

入居される方に必ず提出していただく書類 

（１）申込者の方の印鑑登録証明書　------------------------------------------------------

お申込みにあたってのご注意点等

《 5-(１) 記入例 ② 》特約条項  ---------------------------------------------------

書類の記入例

（２）世帯全員の住民票  ------------------------------------------------

　外国籍の方の申込資格について  ----------------------------------------------
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ご記入・署名捺印のうえ提出していただく書類  ---------------------------------------



①

○ ○ － －

○

続柄
戸籍の
筆頭者

法第30条の45に
規定する区分 在留資格

個人番号
(マイナンバー)

在留期間の
満了の日

－

【ご注意】

　※ 住民票だけでは申込者本人との親族関係が確認できない場合、戸籍謄本等があわせて必要になります。

　※ 原則として、戸籍上の夫婦を分割しての入居はできません。

②
外国籍
の方

中長期在留者 ○ ○ － ○ ○ －

特別永住者

● ３ヶ月以内に交付されたものをご提出ください。

○

１　入居される方に必ず提出していただく書類

（１）申込者の方の印鑑登録証明書

● 印鑑登録証明書は、住民登録地の区市町村で交付されます。

● ３ヶ月以内に交付されたものをご提出ください。

● 住宅に入居する方それぞれの「世帯全員分」で、下表の必要項目が全て記載されているものをご用意ください。

　※ 交付請求の際は必ず下表の事項が必要である旨を申請書にご記入ください。

　※ 個人番号（マイナンバー）が記載されていないものをご提出ください。

● 住民票は、住民登録地の区市町村で交付されます。

　※ 賃貸借契約書にご記入いただく住所・氏名および押印いただくご実印は、印鑑登録証明書にご登録

　　 いただいている内容であることを審査で確認いたします。（詳しくは5ページをご覧ください）

（２）世帯全員の住民票（必要項目が全て記載されているもの）

－ －

日本国籍の方 ○ ○ ○ － － －

（必要項目） 世帯主

住民票の例

②

外国籍の方

①

日本国籍の方

※「世帯全員」の
表示が必要です。

タロウ　コウシャ 性別

TARO KOSHA 男

住
所

世
帯
主

の
氏
名

国 籍 ・

地 域
●●●

在留

資格
技能

在留
期間

5年

　令和○○年○月○日 ●●区長　  　区　長　名

氏
名

生年月日 続柄 住民となった年月日

昭和41年4月1日 世帯主 平成26年4月1日

東京都渋谷区渋谷１－１５－１５　テラス渋谷美竹２階 TARO KOSHA

法第30条の45に規定する区分 中長期滞在者

在留期間の満了の日 2025年8月1日

この写しは、世帯全員の住民票の原本と相違ないことを証明する。

公印

※「世帯全員」の
表示が必要です。
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　　就労が認められていることがわかる証明書が必要です。

　　　東京出入国在留管理局

　　　　　電話：０５７０－０３４２５９（IP電話・PHS・海外からは０３－５７９６－７２３４）

【参考】同居可能親族の親等図

　　　第30条の45の規定に基づき、住民票に「在留資格」及び「在留期間の満了の日」がある方

　　　（在留期間を超えて滞在している方は、申込資格がありません。）

　　外国籍の方の申込資格について

　入居される方全員が、日本国内に居住し、以下の１～３のいずれかに

　　　　　（平日９：００～１６：００）

　　【住民票の手続きについてのお問い合わせ先】

　　　〒１０８－８２５５　東京都港区港南５－５－３０　

　該当していることが必要です（ご提出いただく住民票で確認します）。

　１．出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）第22条第２項 又は第22条の２第４項の規定により

　　　永住許可を受けている方

　２．日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成３年法律第71号）

　　　第３条、第４条及び第５条に定める特別永住者として永住することができる資格を有する方

　３．前２号に該当する者のほか、出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）

　　　第19条の3に規定する中長期在留者は、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）

　　現在お住まいの市区町村役場に直接お問い合わせください。

　【ご注意】

　　在留資格が以下の①～⑤のいずれかに該当する方は、「資格外活動の許可」により

　　①文化活動　②短期滞在　③留学　④研修　⑤家族滞在

　　【入国・在留等の手続きについてのお問い合わせ先】

　　　【入国・在留等の手続きについてのお問い合わせ先】
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 　によりお申込みの方はご提出ください。

 　「退去の手続きについてのご案内」を確認のうえ、「退去届（公社住宅間住替え）」をご提出ください。

「こどもすくすく割」にお申込みの場合

※ 児童扶養手当・児童育成手当の受給証明書（コピー）を提出できる場合は不要です。

「子育て世帯等優先申込制度」によりお申込みの方のうち、「新婚世帯」に該当する場合

　→ 入籍後、１年未満であることの確認が必要です。

（２）結婚合意書兼誓約書（JKK指定用紙）

● 婚約者との同居でお申込みの方は、同封の「結婚合意書兼誓約書」（ＪＫＫ指定用紙）をご提出ください。

※ 契約手続き日までに入籍される場合は、｢婚姻届の受理証明書」（区市町村交付）をご提出ください。

　

（６）母子手帳等（氏名・交付日記載）のコピー

● 妊娠している方がいる世帯で「高齢者等優先申込制度」・「子育て世帯等優先申込制度」・「こどもすくすく割」

　 によりお申込みの方はご提出ください。

（７）医師の診断等により歩行困難であることを証明する書類

● 長期疾病等により歩行が困難な方がいる世帯の方で「高齢者等優先申込制度」・「子育て世帯等優先申込制度」

● 正式な受付および退去日の決定は、入居審査通過後となります。

（８）退去届（公社住宅間住替え） （JKK指定用紙）

（１）戸籍謄本（こせきとうほん）　【ご注意】抄本（しょうほん）ではありません。

● 日本国籍の方で以下の①～③のいずれかに該当する方は、戸籍謄本をご提出ください。

● 現在公社住宅にお住まいの方で、同じ住宅の別のお部屋または他の公社住宅に転居される場合は、同封の

② 　→ 申込者に、戸籍上の配偶者がいないことの確認が必要です。

③

① 　→ 同居する親族との親族関係の確認が必要です。

 ・ 戸籍謄本は本籍地の区市町村で交付されます。　・ ３ヶ月以内に交付されたものをご提出ください。

（３）パートナーシップ受理証明書等

●パートナーシップ関係の相手方との同居でお申込みの方は、パートナーシップ受理証明書等（区市町村交付）

　をご提出ください。

（４）パートナーシップ合意書兼誓約書（JKK指定用紙）

● パートナーシップ予定者との同居でお申込みの方は、同封の「パートナーシップ合意書兼誓約書」（ＪＫＫ指定

※ ご入居後、入籍されましたら、管轄の窓口センターまたは管理事務所に「登録事項変更届」をご提出ください。

（５）身体障害者手帳等のコピー（氏名・障がいの種類・等級が確認できるもの）

● 心身障がい者の方で「高齢者等優先申込制度」・「子育て世帯等優先申込制度」によりお申込みの方は

　 ご提出ください。

● 障がいの級(度)が確認できる手帳（愛の手帳・障害者手帳等）をご用意ください。

　用紙）をご提出ください。

※ 契約手続き日までに証明書を提出される場合は、｢パートナーシップ受理証明書等」をご提出ください。

※ ご入居後、証明書を取得されましたら、管轄の窓口センターまたは管理事務所に証明書の写しをご提出ください。

現在別居している親族と入居する場合、または同居していても住民票が別世帯になっている場合

例）現在別居している父と子供世帯でのお申込みの場合→子供の戸籍謄本により親子関係の確認が必要です。

２　入居される方に提出していただく書類（該当する場合のみ）
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法人連名契約をご利用になる場合は以下の事項をご確認ください。

（１）事前確認事項

● 法人連名契約とは、公社・個人・法人との3者で締結する契約です。
● 連帯保証人は不要です。
● 法人契約（法人のみとの賃貸借契約）はできません。
● 入居する個人が退去された場合は解約になります。
● お申込みの住戸が特定物件（事故部屋）の場合、法人連名契約はご利用になれません。

（２）お支払いについて

● 敷金・家賃・共益費のお支払いは、原則、当公社の口座に振り込むことはできません。

振込をご希望の法人については、別途ご相談ください。
● 共益費は家賃と同時にお支払いいただきます。
● 駐車場使用料は請求先を別に指定することができます。

（３）法人の資格

● 法人登記をしている事業者であること。
● 法人税または法人住民税の滞納がないこと。
● 申込者本人との雇用関係があること。

（４）その他

● 家賃改定通知書等のお知らせや、家賃等の払込票は原則お住まいいただく住宅へ

お送りします。勤務先企業等への送付を希望する場合は、別途お手続きが必要です。
● 個人契約に切り替えた場合であっても、退去のない限り敷金等の精算は行いません。

※ 設立されたばかりの法人で「法人税納税証明書」「法人住民税納税証明書」のどちらも提出できない

場合は、法人登記をしていても法人連名契約はできません。

　●非課税の場合は、非課税証明書をご提出ください。

 ３　法人連名契約のご案内

（２）法人税納税証明書（その３）または 法人住民税納税証明書

　●滞納が無いことを確認します。

　●３ヶ月以内に交付されたものをご提出ください。

（１）在職在勤証明書（ＪＫＫ指定用紙）または 社員証等（写）

　●別紙「在職在勤証明書」の記載上のご注意をお読みのうえ、勤務先にて作成してください。

　●３ヶ月以内に交付されたものをご提出ください。

（３）印鑑登録証明書

　●印鑑登録証明書は、管轄の法務局で交付されます。

 ４　法人の方に提出していただく書類

4



　お送りした以下の書類をご提出ください。記入の際は、各書式の注意点をご確認ください。

【 記入の際のご注意点 】
○ 黒のペンまたはボールペンでご記入ください。（フリクション等の消せるボールペンはご利用いただけません）

○ 書き損じ・訂正がある場合には、二重線でご訂正ください。（修正液等はご利用いただけません。）

○ ２部あるものは２部ともご提出ください。（審査後、契約時に１部をご返却します。）

●

● 本文の内容をよくお読みのうえ、現住所・賃借人（申込者）欄に署名捺印してください。

　 ※ 住所は、都道府県名・市町村名を含め全てご記入ください。

● 頭書の借主(乙)欄にご本人様が住宅賃貸借契約書の内容をよくお読みのうえ、署名捺印してください。（代筆不可）

● 巻末の【法人連名契約に関する特約条項】の個人契約者（乙）および法人契約者（丙）蘭に、

　それぞれ署名捺印 および 契約書とのページの間に割印（実印）してください。

5　ご記入・署名捺印のうえ提出していただく書類

　

　ご確認のうえ、署名捺印してください。

（４）賃貸住宅紛争防止条例に基づく説明書（ＪＫＫ指定用紙）・２部

□ 契約期間満了日前の退去について

　 契約期間満了日前に住宅を退去する場合は、住宅を退去する日の1ヶ月前までに退去に伴う手続きをしてください。

● 入居後の入居者管理に利用する情報をご登録いただくための書類です。

● 記入漏れがないようご記入ください。

（５）情報登録カ－ド（ＪＫＫ指定用紙）

●「修繕費等の費用負担区分一覧表・原状回復に係る費用負担基準」（同封の冊子）を

（６）覚書・誓約書・申出書等（ＪＫＫ指定用紙）　※該当される方のみ

記入漏れがないようご記入ください。

  《重要》定期借家制度について

□ 契約終了の通知について

　 契約期間の満了の日の1年前から6ヶ月前に入居者の皆様に通知します。

● 借主(乙)欄にご本人様、借主(丙)欄に法人が、それぞれ署名捺印してください。 

　 記載した書面です。

● 書き間違いをした場合は、右上部に借主(乙)の方の実印をひとつ押印してください。

● 定期借家制度を利用した住宅の賃貸借契約に関して、契約期間の満了により賃貸借が終了することについて

（２）現状有姿契約に関する確認書（ＪＫＫ指定用紙）・２部

（３）定期賃貸住宅契約についての説明(ＪＫＫ指定用紙）・2部　※該当される方のみ

（１）住宅賃貸借契約書／定期賃貸住宅契約書（ＪＫＫ指定用紙）・2部

　 ※ 番地は、ー（ハイフン）で繋げてご記入いただいても構いません。

● 書き間違いをした場合は、右上部に借主(乙)の方の実印をひとつ押印してください。

　 なお、契約期間満了日に退去する際は、契約期間満了日の1ヶ月前までに退去に伴う手続きをしてください。

● 住所・氏名を記入する際は、印鑑登録証明書に書いてある通りにご記入ください。

　 ※ 氏名は、略字等を使わずにご記入ください。（例：「渡辺」→「渡邊」･「斉藤」→「齋藤」）

　 ※ 外国籍の方は、氏名欄に記載されている内容を全て記入してください。

日付欄には 【 契約始期日 】 をご記入ください。

９ページの記入例を

ご参照ください。

１０ページの記入例を

ご参照ください。

６ページの記入例①

７・８ページの記入例②

をご参照ください。

日付欄には 【 契約始期日 】 を

ご記入ください。

日付欄には 【 記入日 】 をご記入ください。

日付欄には 【 契約始期日 】 をご記入ください。

日付欄には 【 記入日 】 をご記入ください。

日付欄には 【 記入日 】 をご記入ください。
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 ６　書類の記入例

 

住宅賃貸借契約書 

 (1)賃貸借の目的物 

 

建
物
の
名
称 

 
 
 

所
在
地
等 

名 称   

所在地   

建て方 共同建 構 造 階建  

住
戸
部
分 

住宅番号       号棟      号室 間取り   

面  積       ㎡（バルコニーを除く専有部分） 

附属施設 

 

 

 

 

(2)契約期間 

  令和   年   月   日から 
１年間 

終 期 令和   年   月   日まで 

(3)家賃等 

区  分 金  額 支 払 期 限 

家  賃         円 当月分を、毎月  日まで 

共 益 費         円 当月分を、毎月  日まで 

敷  金  家賃  か月相当分         円 

(4)特記事項 

 

 

 

下記貸主(甲)と借主(乙)は、本物件について賃貸借契約を締結したことを証するため、本契約書

２通を作成し、記名押印のうえ、甲乙１通ずつ保有する。 

 

   令和   年   月   日 
 

 

 貸主（甲）   住 所    東京都渋谷区神宮前五丁目５３番６７号 
 

        氏 名    東京都住宅供給公社 理事長   

 

 借主（乙）   住 所 

 

         氏 名                          

 

 

 連帯保証人   住 所 
  

        氏 名  

         

        極度額    頭書(4)に記載の金額     

 

 

実印 

実印 

一賃 

【記入の際のご注意点】 

○ 契約書の内容をよくお読みのうえ、署名捺印してください。（代筆不可） 

○ 黒のペンまたはボールペンでご記入ください。（フリクション等の消せる 

ボールペンでご記入いただいた場合は、再記入をお願いいたします。） 

○ 書き損じ・訂正がある場合には、二重線でご訂正のうえ、ページ右上部に 

申込者（借主（乙））の方の実印を押印ください。（修正液等はご利 

用いただけません。） 

申込者  

署名・実印 

  

訂正がある場合 

申込者（借主（乙））の実印 

 

始 期 

日付記入欄は契約始期日（※）となります。 

※（２）契約期間の「始期」にあたる年月日 

※ 契約日を前倒し予定の場合は、未記入のままご提出ください。 

（契約日確定後に公社で記入いたします。） 

 

印鑑登録証明書に記載のとおりの住所・氏名を 

記入し、登録のご実印を押印ください。 

※ 住所は、都道府県名・市町村名を含め 

   全てご記入ください。 

※ 審査の際は、ご実印が印鑑登録証明書の 

印影と一致していることを確認いたします。 

 

法人連名契約に伴い 
連帯保証人は不要 

 

5-(1)記入例 ① 
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【法人連名契約に関する特約条項】 

 

（目的） 

第１条  この特約条項（以下、「本特約条項」という。）は、貸主（以下、「甲」という。）と個人 

契約者（以下、「乙」という。）及び法人契約者（以下、「丙」という。）が連名により締結する賃

貸借契約（以下、「法人連名契約」という。）について、本契約を補足するものとして付するもの

とする。 

（入居者） 

第２条  入居者は、乙及びその同居者とする。  

（法人契約者） 

第３条 丙は、乙の勤務先企業（以下、「勤務先」という。）、勤務先の関連企業（以下、「関連企業」

という。）または勤務先から委託を受けた企業（以下、「受託企業」という。）とする。なお、関連

企業とは、資本関係を有している企業、協力会社等をいう。 

２ 乙及び丙は、連帯債務者として、本契約から生じる賃借人としての一切の債務を負うものとす

る。 

（本契約の適用） 

第４条 法人連名契約の締結中は、本契約に「乙」と記載されている箇所は「乙及び丙」と読み替

える。 

２ 法人連名契約の締結中は、本契約に規定する次の各号に掲げる条項については適用しない。 

一 連帯保証人及び保証機関に関する条項 

二 家賃の減額に関する条項 

３ 共益費の収支は、乙のみに報告する。 

（書類送付先の変更） 

第５条 乙または丙は、本契約に記載されている次の各号に掲げる書面の送付先を変更しようとす

る場合は、乙及び丙の連名で甲に届け出なければならない。 

 一 家賃改定通知書 

 二 共益費改定通知書 

（家賃改定に伴う敷金差額の返還） 

第６条 甲は、家賃改定に伴い敷金差額が生じた場合は、乙及び丙の連名により指定した口座に返

還する。 

（法人連名契約の終了） 

第７条 法人連名契約は、次の各号に掲げるときをもって終了する。 

一 乙が当該住戸を退去したとき。 

二 乙と丙の雇用関係が消滅したとき 

三 第３条１項所定の関係が消滅したとき。 

四 その他乙または丙が法人連名契約を解約したとき。 

２ 前項の場合、乙及び丙は連名で本契約に規定する本契約の解約手続きを行わなければならない。 

＜新規＞ 

借主（乙）：個人契約者の実印 

借主（丙）：法人契約者の実印 

契約書と特約条項のページの間に 

乙および丙それぞれの実印で割印を 

押印してください。 

7



（敷金精算） 

第８条 甲は、前条による契約終了に伴う敷金精算により返還金が生じた場合は、乙及び丙の連名

により届け出る退去届記載の敷金返還口座に返還する。 

２ 甲は、敷金の精算により不足金が生じた場合は、乙及び丙は連帯してこれを支払う。 

（新たな賃貸借契約の締結） 

第９条 甲は、第７条第１項の第２号、第３号及び第４号により法人連名契約が終了した場合、乙

が当該住戸の入居資格を有していれば、同一住戸で新たな賃貸借契約を締結することができる。 

２ 前項の規定により、甲と乙が新たな賃貸借契約を締結した場合、法人連名契約の締結中の敷金

は全額乙に承継するものとし、敷金の精算は行わない。また、乙は、敷金に不足額がある場合は、

速やかに甲に預け入れなければならない。 

（その他） 

第 10 条 家賃改定または当該住戸の退去に伴う返還金の帰属、前条第２項に規定する敷金の取扱

いおよびその他乙と丙の間で取り決めた事項について疑義が生じた場合は、乙及び丙の間で解決

するものとし、甲は一切関知しない。 

 

以上の特約条項を証するため、本書２通を作成し、甲乙丙で記名押印のうえ、甲及び乙が各自１

通を保有する。また、丙は本契約及び本書の写しを保有する。 

 

令和   年   月   日 

 

貸主（甲）    住 所  東京都渋谷区神宮前五丁目 53番 67号 

                  氏 名  東京都住宅供給公社 

                         理事長                  ㊞ 

 

 

個人契約者（乙）    住 所 

                  氏 名                 実印 

 

 

法人契約者（丙）    住 所 

                  氏 名                 実印 

契約日をご記入ください。 

乙および丙の欄に住所・氏名を

記入の上、実印で押印してくだ

さい。 

住所は印鑑登録証明書の 

記載どおりご記入ください。 

東京○○株式会社  

代表取締役 渋谷 太郎 「役職」をご記入ください。 

※契約書頭書の連帯保証人の記載欄には、署名捺印をする必要はございません。 
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賃貸住宅紛争防止条例に基づく説明書

※ 「修繕費費用負担区分一覧表・原状回復に係る費用負担基準（損害査定基準）」
　 （同封の冊子）をご確認のうえ、ご記入ください。

記入日をご記入ください。

表
面

裏
面

【裏面】 借主（乙）
申込者の現住所（印鑑証明書と同じ）、
氏名を記入し、押印ください。

【裏面】 借主（丙）
法人契約者の住所（印鑑証明書と同じ）、
会社名、 代表者の役職、 代表者名を記入し、
押印ください。

 

5-(4)記入例 
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システムに入力するため、

文字はハッキリお書きください

※同居しない個人の方をご記入ください。

【個人情報の取扱いについて】ご記入いただいた個人情報については、本手続き及び公社住宅管理上必要な場合のみ使用します。

生年月日

1 氏 名
　大正 ・ 昭和 ・ 平成 ・ 令和

公社　太郎
           1　年　　1　月 　11   日

情 報 登 録 カ ー ド（法人連名用）

住 宅 名 カーメスト渋谷 1 号棟 111 号室

勤
務
先

名称 東京○○株式会社
所属
部署

賃
借
人

フリガナ コウシャ   タロウ 性別

営業部営業第一課

住所
（〒　111　－　0111　　） ( ℡ 03　ー　1111　ー　1111　 )

　渋谷区渋谷 1 - 11 - 11

TEL （自宅） 03  -  9999  -  9999 （携帯） 090  -  9999  -  9999

同
居
者

性別 生年月日 賃借人との関係

2

フリガナ コウシャ　ハナコ 　大正 ・ 昭和 ・ 平成 ・ 令和

氏 名 男・女 5  年　5　月　5　日 妻公社　花子

3

フリガナ コウシャ　一ロウ 　大正 ・ 昭和 ・ 平成 ・ 令和

氏 名 男・女 2   年 　2　月　2　日

5

フリガナ 　大正 ・ 昭和 ・ 平成 ・ 令和

氏 名 男・女  年　　　月　 　　日

子公社　一郎

4

フリガナ 　大正 ・ 昭和 ・ 平成 ・ 令和

氏 名 男・女  年　　　月　 　　日

ー 2222
公社 　公一郎 父

（携帯） 090 ー 2222 ー 2222

（自宅） 03 ー 2222

ー ー

FAX ー ー

住　所 （〒　122　－　0222　　） 渋谷区渋谷2-22-22　ﾃﾗｽ渋谷美竹202　

法
人
契
約
者

フリガナ トウキョウ○○カブシキガイシャ フリガナ アオヤマ　イチロウ

名　称 東京○○株式会社

緊
急
連
絡
先

フリガナ コウシャ　コウイチロウ 賃借人との関係 連絡先

氏　名

代表
者名 青山　一郎

担当部署
1234 ー

所在地 （〒　111　－　0111　　） 渋谷区渋谷 1 - 11 - 11

5678

□ 非営利 ＦＡＸ 090 ー 1234 ー 5678
総務部総務課

☑ 営利 電話 03 ー

（

委
託
代
行
業
者
）

代
理
人

フリガナ フリガナ

名　称
代表
者名

担当部署

代理人（委託代行業者）へ送付

所在地
（〒　    　　－　 　 　　　）

　法人契約者宛の通知送付先  □ 法人契約者へ送付  □ 

TEL

記入時点での電話番号・勤務先・所属等を記入してください。

同居する方のお名前と生年月日、賃借人本人との続柄を記入してください。

同居親族以外の個人の方の連絡先を記入してください。

（勤務先等は連絡先としてご登録いただけません）

代理人（委託代行業者）等をご利用の場合は、ご記入ください。

入居後の公社からの通知送付先をご指定ください。

 

5-(5)記入例 
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４、水漏れを防ぎましょう。

　お部屋内で完全な防水処理を施してあるのは、浴室の床だけです。居室やバルコニー、

　玄関、共用廊下などに水を流すと水漏れの原因となりますのでご注意ください。

３、廊下・階段などの共用部分に私物を置かないでください。

　廊下や階段などの共用部分へ私物を置くことは、通行の妨げになるだけでなく、

　非常時の避難の際に障害になりますのでおやめください。

１、犬猫などの動物は飼育いただけません。

 ７　お申込みにあたってのご注意点等

（１）お申込みいただいたお客様へ

　このたびは当公社の住宅をお申込みいただきましてありがとうございます。

　みなさまに快適にお住まいいただくために、ご入居の際は以下のことにご協力ください。

　当公社の住宅内では、共同生活の秩序と衛生を保つため、小鳥および魚類以外の動物を

　飼育することを禁止していますので、ご了承ください。

２、生活音に注意しましょう。

　コンクリート造りの住宅は、構造上音が伝わりやすくなっています。

　生活時間帯の異なる方も生活しているのが共同住宅ですので、早朝や深夜ばかりでなく、

　日常生活の中で発生する音や振動には常にご配慮ください。
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公社住宅は、同じ方が一度に2戸以上のお部屋をご契約いただくことができません。

　　 現在、公社住宅の名義人である方が、ほかの公社住宅（または同一住宅内の別のお部屋）に

　　 転居される場合は、新たに入居されるお部屋の契約日までに、現在お住まいのお部屋の

　

・「住宅名」の欄には、現在お住まいの住宅・部屋番号をご記入ください。

　　 ・「退去日」の欄は、記入せず空欄のままご提出ください。

　　 ・「精算書送付先」欄には、新たに入居されるお部屋の住所等をご記入ください。

※『退去届』は、入居審査通過後に正式な受付となります。

　

「退去日」の日付は、新たに入居するお部屋の契約日翌日以降の日付となります。

　　 ・退去日については、審査後契約日が確定次第、お客様が希望する日付を

「退去日」までに、新しいお部屋へ引越しをしていただきます。

※引越し終了後、管理員事務所（または管轄の窓口センター）に退去した部屋の

退去日以降の家賃、使用料等は原則として、日割計算のうえ、敷金とあわせて後日

清算いたします。

名義人ではなく同居人として現在公社住宅にお住まいの方が他の公社住宅へ転居を

される場合について

新たに入居されるお部屋の契約後、退去された住宅への「家族増減員届」の提出が

必要となります。申込時にご相談ください。

○

◎ 

当公社にて記入させていただきます。

◎ 

鍵をご返却ください。

○ 現在お住まいのお部屋の家賃等の清算について

（２）現在、公社の賃貸住宅にお住まいのお客様へ　

※別紙「公社住宅から公社住宅に転居されるお客様へ」と同内容のご案内です

退去手続きが必要となります。

◎ 同封の『退去届』を入居審査書類とあわせてご提出ください。
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　　待機者の有無及び具体的な駐車場の手続きに関しては、公社住宅募集センターまで

　　お問い合わせください。

　　改めて新しいお住まいでの契約手続きが必要になります。

　　また、住宅の契約日までに、改めて駐車場敷金をお支払いただきます。

　・転居後に別の区画の利用を希望される場合は、該当駐車場の待機者の有無等により、

　　希望の区画をご利用いただけない場合がございます。

　　あらかじめご了承ください。

【 有料駐車場契約ルール 】

　・同一住宅内で転居される場合、現在お住まいの部屋の退去に伴い、現在契約中の

　　駐車場も解約となります。

　・契約中の駐車場と同区画であれば継続してご利用いただくことが可能ですが、

（3）同一住宅内で別のお部屋をお申込みのお客様へ（駐車場の継続利用をご希望の方）

　※ 当公社の住宅にお住まいの方が、同一住宅内の別のお部屋をお申込みいただく際の有料駐車場の

　　 契約ルールをお知らせするものです。

13



14



15



　〒150-8543

　東京都渋谷区渋谷１－１５－１５　　テラス渋谷美竹 ２階

　ＪＫＫ東京（東京都住宅供給公社）　公社住宅募集センタ－

 ０３ － ３４０９ － ２２４４　 ( 公社募集課代表 )

月曜日 ～ 土曜日　 午前 ９ 時 ３０ 分 ～ 午後 ６ 時

日曜日 ・ 祝日 ・ 年末年始定 休 日 ：

【公社住宅募集センター地図】

　【最寄駅】
　　　■ 東京メトロ副都心線・半蔵門線、東急田園都市線、東急東横線「渋谷」駅
　 　　   Ｂ３ または ２０ａ（ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ）出口 徒歩１分
　　　■ ＪＲ線、京王井の頭線、東京メトロ銀座線 「渋谷」駅  宮益坂口または東口 徒歩５分

◎　書類審査の内容や提出する書類についてのお問い合わせ先　◎

ＴＥＬ ：

営業時間 ：
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住宅賃貸借契約書 

 (1)賃貸借の目的物 

 

建
物
の
名
称 

 
 
 

所
在
地
等 

名 称   

所在地   

建て方 共同建 構 造 階建  

住
戸
部
分 

住宅番号       号棟      号室 間取り   

面  積       ㎡（バルコニーを除く専有部分） 

附属施設 

 

 

 

 

(2)契約期間 

  平成   年   月   日から 
１年間 

終 期 平成   年   月   日まで 

(3)家賃等 

区  分 金  額 支 払 期 限 

家  賃         円 当月分を、毎月  日まで 

共 益 費         円 当月分を、毎月  日まで 

敷  金  家賃  か月相当分         円 

(4)特記事項 
 

 

 

下記貸主(甲)と借主(乙)は、本物件について賃貸借契約を締結したことを証するため、本契約書２

通を作成し、記名押印のうえ、甲乙１通ずつ保有する。 

 

   平成   年   月   日 
 

 

 貸主（甲）   住 所    東京都渋谷区神宮前五丁目５３番６７号 
 

        氏 名    東京都住宅供給公社 理事長   

 

 借主（乙）   住 所 

 

         氏 名                          

 

 

 連帯保証人   住 所 
  

        氏 名  

 

 

実印 

実印 

一賃 

４-(１)記入例 

【記入の際のご注意点】 

○ 契約書の内容をよくお読みのうえ、署名捺印してください。（代筆不可） 

○ 黒のペンまたはボールペンでご記入ください。（フリクション等の消せる 

ボールペンでご記入いただいた場合は、再記入をお願いいたします。） 

○ 書き損じ・訂正がある場合には、二重線でご訂正のうえ、ページ右上部に 

申込者（借主（乙））の方の実印を押印ください。（修正液等はご利 

用いただけません。） 

申込者  

署名・実印 

  

訂正がある場合 

申込者（借主（乙））の実印 

 

始 期 

日付記入欄は契約始期日（※）となります。 

※（２）契約期間の「始期」にあたる年月日 

※ 契約日を前倒し予定の場合は、未記入のままご提出ください。 

（契約日確定後に公社で記入いたします。） 

 

印鑑登録証明書に記載のとおりの住所・氏名を 

記入し、登録のご実印を押印ください。 

※ 審査の際は、ご実印が印鑑登録証明書の 

印影と一致していることを確認いたします。 

 

法人連名契約に伴い 
連帯保証人は不要 



 

住宅賃貸借契約書 

 (1)賃貸借の目的物 

 

建
物
の
名
称 

 
 
 

所
在
地
等 

名 称   

所在地   

建て方 共同建 構 造 階建  

住
戸
部
分 

住宅番号       号棟      号室 間取り   

面  積       ㎡（バルコニーを除く専有部分） 

附属施設 

 

 

 

 

(2)契約期間 

  平成   年   月   日から 
１年間 

終 期 平成   年   月   日まで 

(3)家賃等 

区  分 金  額 支 払 期 限 

家  賃         円 当月分を、毎月  日まで 

共 益 費         円 当月分を、毎月  日まで 

敷  金  家賃  か月相当分         円 

(4)特記事項 
 

 

 

下記貸主(甲)と借主(乙)は、本物件について賃貸借契約を締結したことを証するため、本契約書２

通を作成し、記名押印のうえ、甲乙１通ずつ保有する。 

 

   平成   年   月   日 
 

 

 貸主（甲）   住 所    東京都渋谷区神宮前五丁目５３番６７号 
 

        氏 名    東京都住宅供給公社 理事長   

 

 借主（乙）   住 所 

 

         氏 名                          

 

 

 連帯保証人   住 所 
  

        氏 名  

 

 

実印 

実印 

一賃 

４-(１)記入例 

【記入の際のご注意点】 

○ 契約書の内容をよくお読みのうえ、署名捺印してください。（代筆不可） 

○ 黒のペンまたはボールペンでご記入ください。（フリクション等の消せる 

ボールペンでご記入いただいた場合は、再記入をお願いいたします。） 

○ 書き損じ・訂正がある場合には、二重線でご訂正のうえ、ページ右上部に 

申込者（借主（乙））の方の実印を押印ください。（修正液等はご利 

用いただけません。） 

申込者  

署名・実印 

  

訂正がある場合 

申込者（借主（乙））の実印 

 

始 期 

日付記入欄は契約始期日（※）となります。 

※（２）契約期間の「始期」にあたる年月日 

※ 契約日を前倒し予定の場合は、未記入のままご提出ください。 

（契約日確定後に公社で記入いたします。） 

 

印鑑登録証明書に記載のとおりの住所・氏名を 

記入し、登録のご実印を押印ください。 

※ 審査の際は、ご実印が印鑑登録証明書の 

印影と一致していることを確認いたします。 

 

法人連名契約に伴い 
連帯保証人は不要 


